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ネ科 2種、暖地型イネ科 3種、マメ科 2種、その他景観植物 1種の合計 8種を有望種とし
て選抜した。これらを組み合わせた混播では、寒地型イネ科、暖地型イネ科、マメ科その


















(4) 緑化への利用を想定した在来草本植物 10種の地域性評価 
在来草本 10種について、葉緑体 DNAハプロタイプの地理的分布をもとに地域性を評価
したところ、4種では国内で地域による遺伝的差異がほとんど検出されなかった。残り 4種
は 2～4グループに分かれ、多くのハプロタイプが全国に混在したのは 2種のみであった。
この結果からは、「自然公園における法面緑化指針」で示された流域を主体とした地域性種
苗の採取範囲を大きく超える範囲から種子を調達しても、遺伝的攪乱が起きない可能性が
示唆された。 
4 結論・考察 
外来緑化植物の多くは早期に緑化面の安定を図りその後の維持管理費用も大きく削減で
きることから、経済的メリットが大きい。外国産在来種の流入を防ぎ、産業管理外来種と
して活用が認められた外来緑化植物をうまく使っていくことは、生物多様性保全の面から
も企業活動の面からも望ましい。緑化植物の適切な管理についての知見を深め、環境への
負荷を低減しながら有効利用する手法の開発を進めていくことが重要である。また本研究
では、遺伝子情報の研究が進めば、地域性種苗の調達範囲は現行より拡大可能であること
が示唆された。緑化という分野で生物多様性の保全施策を推進していくためには、行政と
業界が一体となり、各施策を経済活動の一環として無理なく実施するための仕組みづくり
を進めることが重要である。 
